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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 当社は、第17期中間会計期間は半期報告書を提出しておりませんので、記載はしておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― 3,793,429 3,768,711 6,148,630 8,008,943

経常利益 (千円) ― 755,163 621,666 868,983 1,683,376

中間(当期)純利益 (千円) ― 445,891 377,305 558,913 993,915

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 1,795,199 1,810,507 1,071,890 1,795,199

発行済株式総数 (株) ― 66,232 66,536 31,616 66,232

純資産額 (千円) ― 5,082,800 5,734,103 3,306,450 5,531,477

総資産額 (千円) ― 9,977,714 11,938,902 8,126,057 10,653,940

１株当たり純資産額 (円) ― 76,742.37 86,180.47 104,407.59 83,417.04

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 6,924.22 5,686.84 18,665.65 15,117.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 6,792.45 5,580.94 18,376.97 14,843.06

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 1,500 3,000 3,500 4,500

自己資本比率 (％) ― 50.9 48.0 40.7 51.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △234,252 41,345 267,321 454,606

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △990,659 △744,771 △572,697 △1,931,642

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 1,316,658 880,259 331,359 1,468,700

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― 229,851 307,363 137,289 128,447

従業員数 (名) ― (―) 234(205) 267(169) 232(223) 264(168)



５ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )に外数で記載しております。 

６ 第17期の１株当たり年間配当額3,500円のうち500円は上場記念配当であります。 

７ 当社は、平成15年６月14日を効力発生日として株式１株につき1.4株の割合で株式分割を行っており、また、平成16年２

月26日開催の取締役会において、平成16年３月31日現在の株主に対し、平成16年５月20日付で株式分割(無償交付、分割

比率１:２)を行っております。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考

までに掲げると以下のとおりとなります。 

当算定は日本証券業協会の公開引受責任者・引受審査責任者宛通知「登録申請のための有価証券報告書の作成上の留意点

について」(平成14年12月26日付日証協(店登)14第323号)に基づいて行っております。 

なお、１株当たりの配当額については新日本監査法人の監査を受けておりません。 

  

（注）１株当たり中間(年間)配当額については、小数点第１位を切り捨てして表示しております。 

  

回次 第17期中 第17期 

会計期間
自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

１株当たり純資産額 (円) ― 52,203.80

１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― 9,332.83

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― 1,750

潜在株式調整後１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 9,188.48



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

 当社の事業をより分かりやすくするために、事業部門の呼称を従来のエンジニアリングセラミックス事業部門を

構造セラミックス事業部門に、エレクトロニクスセラミックス事業部門を圧電セラミックス事業部門にそれぞれ変

更いたしました。 

 また、平成17年10月１日にセランクス株式会社と合併して加わった事業をＭＭＣ事業部門としました。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )に外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

現在、当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありませ

ん。 

  

従業員数(名) 267 (169) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間の日本経済は、若干まだら模様ではあるものの回復基調にのり、ようやくデフレからの脱却がみ

えてまいりました。しかしながら、原油高、世界的な自然災害によるダメージ等もあり、まだ楽観はできない状況

にあります。 

半導体業界も在庫調整がようやく終わり、生産は回復してまいりましたが、まだ設備投資には慎重であり、当社

の主要顧客である半導体・液晶製造装置メーカーの受注高も前年同期比でマイナスの状態が続きました。一方、エ

レクトロニクス業界も、デジタル家電の販売数量は増加したものの価格下落が続いており、これまでのような高成

長は踊り場を迎えた感があります。 

以上のような状況の中、当中間会計期間の売上高は3,768百万円と対前年同期比24百万円減（対前年同期比0.7%

減）、営業利益は635百万円と対前年同期比148百万円減（対前年同期比18.9%減）、経常利益は621百万円と対前年

同期比133百万円減（対前年同期比17.7%減）となり、中間純利益は377百万円と対前年同期比68百万円減（対前年同

期比15.4%減）となりました。 

  

事業部門別の状況は、次のとおりであります。 

なお、当中間会計期間より、事業部門の呼称を従来のエンジニアリングセラミックス事業部門を構造セラミック

ス事業部門に、エレクトロニクス事業部門を圧電セラミックス事業部門にそれぞれ変更しております。 

  

＜構造セラミックス事業部門＞ 

当社の主力事業である半導体・液晶製造装置向けセラミックス部品は、平成16年10月以降業界が下降局面に入っ

たにもかかわらず、当社の受注は横這いで推移しており、売上高は2,981百万円と対前年同期比125百万円増（対前

年同期比4.4%増）となりましたが、営業利益は当社の事業拡大に伴う人件費、減価償却費等の増加により、579百万

円と対前年同期比87百万円減（対前年同期比13.1%減）となりました。 

  

＜圧電セラミックス事業部門＞ 

圧電アクチュエータが対前年同期比で142百万円減少したことにより、売上高は787百万円と対前年同期比150百万

円減（対前年同期比16.0%減）、営業利益は55百万円と対前年同期比61百万円減 (対前年同期比52.4%減）となりま

した。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下資金という）は307百万円となりました。 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの概況は次のとおりであります。 

  

Ａ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は、41百万円となりました。（前年同期実績は234百万円の資金減少） 

 これは主に、税引前中間純利益612百万円を計上したことに対し、法人税等の支払額が474百万円あったことに

よるものであります。 

  

Ｂ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は、744百万円となりました。（前年同期実績990百万円） 

 これは主に、仙台工場及び仙台第二工場の能力増強工事、及び本社隣接土地の買収等、有形・無形固定資産の

取得による支出が748百万円あったことによるものであります。 

  

Ｃ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果得られた資金は、880百万円となりました。（前年同期実績1,316百万円） 

 これは主に、短期借入金の純増加額1,150百万円の影響によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 製品

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

生産高(千円) 前年同期比(％) 

構造セラミックス 

半導体・液晶 
製造装置部品 

2,413,816 △5.5 

静電チャック・溶射
洗浄再生 

502,127 +26.8 

機械部品 
耐磨耗部品 

301,758 +62.8 

その他 138,849 +319.4 

圧電セラミックス 

圧電アクチュエータ 475,149 △37.8 

圧電トランス 
圧電発音体 他 

381,982 +15.2 

合計 4,213,683 △1.2 

事業部門 製品 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

受注高
(千円) 

前年同期比
(％) 

受注残高 
(千円) 

前年同期比
(％) 

構造セラミックス 

半導体・液晶 
製造装置部品 

2,170,390 △9.8 1,061,537 △9.2

静電チャック・溶射
洗浄再生 

496,376 +8.7 51,715 △72.4

機械部品 
耐磨耗部品 

322,151 +20.5 197,936 +115.2

その他 154,082 △7.6 80,070 △38.9

圧電セラミックス 

圧電アクチュエータ 484,021 △23.4 97,116 △18.8

圧電トランス 
圧電発音体 他 

326,687 +23.0 69,011 +21.3

合計 3,953,708 △5.8 1,557,386 △11.3



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業部門 製品

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(千円) 前年同期比(％) 

構造セラミックス 

半導体・液晶 
製造装置部品 

2,085,544 △4.5 

静電チャック・溶射
洗浄再生 

462,059 +46.9 

機械部品 
耐磨耗部品 

314,145 +36.4 

その他 119,905 △5.3 

圧電セラミックス 

圧電アクチュエータ 459,661 △23.6 

圧電トランス 
圧電発音体 他 

327,394 △2.4 

合計 3,768,711 △0.7 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

東京エレクトロンＡＴ㈱ 601,096 15.8 515,739 13.7 

キヤノン㈱ 310,125 8.2 355,974 9.4 



３ 【対処すべき課題】 

日本経済はようやくデフレ状態を脱却しつつあり、半導体業界も下降局面から反転しつつありますが、設備投資の

回復については来期にずれこむものと考えております。 

このような状況の中、当社構造セラミックス事業部門の対処すべき課題は、これまで通り、半導体・液晶製造装置

メーカー向けの営業、特に大手半導体・液晶製造装置メーカーをメインに展開しつつ、既存顧客内でのシェア拡大、

新規顧客の獲得、新規事業の展開、生産能力の向上および効率化を進めることです。変動の激しい業界の中で成長を

持続し利益を安定的に確保するために、今後の設備投資、人員計画は業界の動向を見極めて慎重におこないます。ま

た、平成17年10月１日にはセランクス株式会社と合併したことによりＭＭＣ事業も加わり、さらなる新規事業の構築

および次世代を見据えた研究開発を進めてまいります。 

圧電セラミックス事業部門の対処すべき課題は、圧電セラミックスの高成長、高収益分野への商品展開です。積層

技術による高付加価値の圧電ポジショナシステムの拡大と超小型圧電モータの開発に重点を置いてまいります。 

ＭＭＣ事業部門の対処すべき課題は、軽量で高強度・高剛性という従来の材料にない特性をいかした用途開発およ

び、平成17年10月１日に建設に着手したＭＭＣ新工場での新製造方法による生産を順調に立ち上げることです。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社とセランクス株式会社との合併契約 

 当社は平成17年５月26日にセランクス株式会社との間で合併契約を締結し、当該合併契約書は平成17年６月24

日開催の当社およびセランクス株式会社の定時株主総会において、それぞれ承認可決され、平成17年10月１日に

合併いたしました。 

 なお、当該契約の詳細につきましては、『第５経理の状況 ２ 中間財務諸表等 (１)中間財務諸表』の重要

な後発事象に記載しております。 

  

  (2) 業務提携契約 

    平成17年10月１日に当社と合併したセランクス株式会社は、平成17年９月29日開催の取締役会において、株式

会社エー・エム・テクノロジーと業務提携契約を締結し、ＭＭＣ（金属基複合材料）分野での幅広い提携関係に

入ることといたしました。 

      

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発は、継続的な新材料・新技術・新製品の開発と、顧客の要求・依頼事項にタイムリーに対応するた

めの開発を２本柱としております。 

継続的な新材料・新技術・新製品の開発は、構造セラミックス事業については開発本部開発第１部、圧電セラミッ

クス事業については開発本部開発第２部を中心としてテーマを選定し研究開発を行っております。また、産学官の連

携に力をいれており、共同研究開発を多く実施しております。顧客の要求・依頼事項にタイムリーに対応するための

開発は、顧客に身近な営業部門と生産部門・開発部門との密接な関係・連携により、顧客ニーズを加味したテーマを

迅速かつタイムリーに実施しております。当社が特に開発に重点をおいている製品として構造セラミックス事業の静

電チャックおよび製品の軽量化・大型化ニーズに対応するための機能膜コーティング品がありますが、これについて

は、開発、設計、製造を一体で推し進める開発本部機能製品開発部が取り組んでおります。 

この他に、生産技術の研究開発のために、各事業部の生産部門において、加工技術の開発、工程の改善、歩留まり

の向上、コストダウン等にも積極的に取り組んでおります。 

当中間会計期間における研究開発費は、143,094千円であります。 

  

 当中間会計期間における成果 

(1) 構造セラミックス事業 

  構造セラミックス事業部門（セラミック事業本部）では、半導体および液晶分野の得意先にセラミックス系部品に

関わるトータルソリューションを提供するため、多様な新製品・新技術・新材料開発を継続しております。当社で開

発した独自セラミックス材料であるポアフリーセラミックスは、無気孔・無欠陥・高緻密性・高純度等の特徴から、

半導体製造装置用途に合致した材料と評価されています。今後も半導体・液晶製造プロセスの進化に対応した優れた

材料を開発してまいります。 

  機能製品部において開発中の静電チャックは、大手半導体製造装置メーカーの製膜装置の純正部品として採用され

継続納入しております。また同部門で開発中のプラズマ溶射を施工した製品も、大手半導体製造装置メーカーへプロ

セスパーツとして継続納入しております。 

  同部門の洗浄再生部においては、半導体製造プロセスの進化およびデザインルールの微細化に対応した洗浄方法の

開発を進めており、洗浄方法の改善により洗浄品の洗浄度向上および対応製品種を広げると共に、東北大学大見名誉

教授の指導のもと、微細化対応として要求される高清浄なプロセスパーツ供給のため、高清浄洗浄技術開発に取り組

んでおります。 



  

(2) 圧電セラミックス事業 

 圧電セラミックス事業部門（圧電事業本部）では、積層圧電セラミックス技術を軸として、積層アクチュエータ、

ポジショナシステム（精密位置決めシステム）、圧電インバータユニットの開発を進めております。積層バイモルフ

アクチュエータについては、従来品に比べ小型化・低電圧駆動を達成し、編み機用アクチュエータとして量産が始ま

りました。また圧電インバータユニットについては大手コンピュータメーカーのノートパソコン用として認定を受

け、後期より量産を開始致します。ポジショナシステムについては、デジタル制御の新コントローラを開発し、生産

を開始致しました。また、引き続き位置決め精度の向上を目指した開発を継続します。 

 その他、大手電機機器メーカーと超音波モータの開発も進めております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備の重要な異動は以下のとおりです。 

（注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社は平成17年10月１日にセランクス株式会社と合併したため、セランクス株式会社の設備は当社の主要設備とな

ります。当該設備の状況は以下のとおりです。 

（注）１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含んでおりません。 

   ２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりです。 

（注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重要な変更並びに重要な

設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

投資額 

(千円) 
取得日 取得理由等 

本社隣接地 

(宮城県仙台市泉区) 

土地 

面積 23,273㎡ 
449,000 平成17年６月28日 当社の事業拡大に備えるため 

会社名 
事業所名 

(所在地) 
事業部門 

設備の 

内容 

帳 簿 価 額 (千円) 
従業員 

数(名) 建物及び 
構築物 

機械装置及 
び運搬具 

土 地 

(面積㎡) 
工具器具

及び備品
合 計 

セランクス 
株式会社 

本社・工場 

(宮城県仙 

台市泉区) 

MMC事業 

生産設 

備及び 

土地 

713,079 1,104,975 
206,900 

(11,318) 
60,009 2,084,963 112 

事業所名(所在地) 事業部門 
設備の 

内容 

投資予定金額(千円) 資金調達

方法 

着手及び完成予定 

総額 既支払額 着手 完成 

加圧浸透法ＭＭＣ製品製造工場 

（宮城県仙台市泉区） 
MMC事業 生産設備 2,000,000 ― 

借入金 

及び 

自己資金 

平成17年

10月 

平成18年5

月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年６月24日の定時株主総会において、当社とセランクス株式会社は平成17年10月１日をもって合併することが承認され

ました。平成17年10月１日の合併に伴い、会社が発行する株式の総数は提出日現在、80,000株増加し、300,000株となりまし

た。 

② 【発行済株式】 

  

(注)１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定の無い当社における標準となる株式であります。 

   ２ 平成17年10月１日のセランクス株式会社との合併に伴い11,768株の新株を発行しております。 

   ３ 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく臨時株主総会特別決議による新株予約権の状況 

(平成15年３月５日臨時株主総会決議) 

  

(注) １ 新株予約権の行使の条件につきましては、平成15年３月５日開催の臨時株主総会及び平成15年６月16日開催の取締役会決

議に基づき、当社と対象取締役、監査役、顧問及び従業員との間で締結した「新株予約権申込証兼新株予約権割当契約」

に定められております。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 220,000

計 220,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 66,536 78,370
東京証券取引所
第二部 

(注) 

計 66,536 78,370 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 625個 (注)４，５ 592個 (注)４，５ 

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

（新株予約権1個あたり２株） 
同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,250株 (注)４，５ 1,184株 (注)４，５ 

新株予約権の行使時の払込金額 100,715円 (注)６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月16日から
平成27年６月15日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 100,715円
資本組入額 50,358円 (注)６

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)８ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)９ 同左 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



３ 株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

４ 新株予約権のうち7個、新株予約権の目的となる株式数のうち14株は、それぞれ権利を喪失しており、新株予約権のうち

185個、新株予約権の目的となる株式数のうち370株は、それぞれ権利を行使しており、提出日現在の新株予約権の数は

592個、新株予約権の目的となる株式の数は1,184株となっております。 

５ 平成15年５月29日開催の取締役会決議に基づき、平成15年６月14日をもって１株を1.4株に株式分割いたしました。これ

により、新株予約権の目的となる株式の数は560株から784株に、発行価格は282,000円から201,429円に、資本組入額は

141,000円から100,715円に調整されております。 

６ 平成16年２月26日開催の取締役会決議において、株式分割(無償交付、分割比率１:２)を決議しており、平成16年５月20

日付で新株予約権の目的となる株式の数は778株から1,556株に調整され、発行価格は201,429円から100,715円に、資本組

入額は100,715円から50,358円に調整されております。 

７ 新株予約権の行使時の払込金額は、一株当たりの金額を記載しております。 

８ 新株予約権の行使条件 

① 新株予約権者は本件新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役、顧問または従業員であることを要しま

す。ただし、新株予約権者が当社の取締役、監査役または顧問を任期満了により退任した場合および当社の従業員を定年

により退職した場合を除きます。 

② 新株予約権者は、一度の手続きにおいて付与を受けた本件新株予約権の全部または一部を行使することができます。

③ その他の条件および新株予約権の譲渡に関する事項については、平成15年３月５日開催の臨時株主総会および平成15

年６月16日の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権申込証兼新株予

約権割当契約」に定められております。 

９ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めておりません。 

        
既発行株式数＋

新発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

(注)１ 発行済株式総数増減数、資本金増減額、資本準備金増減額は新株予約権の行使によるものであります。 

２ 平成17年10月１日のセランクス株式会社との合併（合併比率１：0.8653）に伴い、発行済株式総数が11,768株、資本準備

金が169,050千円増加しております。 

   ３ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が66株、資本金が3,323千

円、資本準備金が3,323千円増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 三菱証券株式会社は、平成17年10月１日付でＵＦＪつばさ証券株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ証券株式会社となりました。 

なお、ＵＦＪつばさ証券株式会社は平成17年９月30日現在当社株式を44株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.07％）所有しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月16日から 
平成17年９月30日 

304 66,536 15,308 1,810,507 15,308 1,794,292

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 45,220 67.96

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,029 3.05

ゴールドマン・サックス・インターナシ
ョナル（常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
（東京都港区六本木６丁目10－１ 六本
木ヒルズ森タワー） 

1,259 1.89

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,104 1.66

ユービーエス エイジー ロンドン ア
ジア エクイティーズ（常任代理人 Ｕ
ＳＢ証券会社） 

1 FINSBURY AVENUE,LONDON EC2M 2PP
（東京都千代田区大手町１丁目５－１
大手町ファーストスクエアイーストタワ
ー） 

781 1.17

バンク オブ ニューヨーク ジーシー
エム クライアント アカウンツ イー 
アイエスジー（常任代理人 株式会社東
京三菱銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１
カストディ業務部） 

646 0.97

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 512 0.77

エイチエスビーシー バンク ピーエル
シー アカウント アトランティス ジ
ャパン グロース ファンド（常任代理
人 香港上海銀行東京支店） 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

423 0.64

三菱証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１号 325 0.49

日興コーディアル証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町６－５ 323 0.49

計 ― 52,622 79.09



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権１個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 66,536 66,536
権利の内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 66,536 ― ― 

総株主の議決権 ― 66,536 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【株価の推移】 

(当中間会計期間における月別最高・最低株価) 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所第二部における株価を記載しております。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであ 

ります。 

(１) 新任役員 平成17年10月１日セランクス株式会社との合併に際して就任しております。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 396,000 539,000 667,000 644,000 613,000 628,000

最低(円) 356,000 371,000 500,000 584,000 535,000 465,000

役 名 職 名 氏   名 生 年 月 日 略          歴 
所有株 

式数 

代表取締役 

社長 
― 武 井 明 昭和27年１月25日 

昭和49年４月 

  

  

平成16年４月 

  

  

  

平成16年６月 

  

平成17年10月 

日本セメント株式会社

(現 太平洋セメント株

式会社)入社 

太平洋セメント株式会社

ＣＥカンパニーバイスプ

レジデント 

セランクス株式会社顧問 

セランクス株式会社代表

取締役社長 

当社  代表取締役社長

(現任) 

― 株 

取締役 

執行役員 

ＭＭＣ 

事業部長 
副 島 修 昭和28年１月25日 

昭和52年４月 

  

  

平成16年５月 

  

平成16年６月 

  

平成17年10月 

日本セメント株式会社

(現 太平洋セメント株

式会社)入社 

セランクス株式会社仙台

工場長 

セランクス株式会社取締

役工場長 

当社 取締役執行役員Ｍ

ＭＣ事業部長(現任) 

― 株 

常勤監査役 ― 長谷川 裕 昭和17年８月10日 

昭和40年４月 

  

  

平成６年６月 

  

平成８年７月 

  

平成14年６月 

  

平成16年10月 

平成17年３月 

  

平成17年10月 

日本セメント株式会社

(現 太平洋セメント株

式会社)入社 

株式会社マグ取締役経理

部長 

ドーピー建設工業株式会

社経理部長 

ドーピー建設工業株式会

社代表取締役副社長 

当社 顧問 

セランクス株式会社常勤

監査役 

当社 常勤監査役(現任) 

― 株 



(２)退任役員 

  

(３)役職の異動 

(注)  当社は、平成17年10月１日の取締役会で執行役員制度の導入と組織改正を決議いたしましたが、役職の異動はこれによるも

のであります。 

役  名 職  名 氏 名 退任年月日 

常勤監査役 ― 松 山    稔 平成17年10月１日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏     名 異動年月日 

代表取締役会長 代表取締役社長 川 田 正 興 平成17年10月１日 

取締役常務執行役員(注) 

セラミック事業部長 

常務取締役 

総務部長 
上 林    修 平成17年10月１日 

取締役執行役員  (注) 

監査室長 

取締役 

監査室長 
弘 中 雅 徳 平成17年10月１日 

取締役執行役員  (注) 

営業本部長 

取締役  

セラミック事業本部長  

兼 営業部長 

和 田 千 春 平成17年10月１日 

取締役執行役員  (注) 

圧電事業部長 

兼 圧電製造部長 

取締役 

圧電事業本部長 

兼 埼玉工場長 

福 江 宗 夫 平成17年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵

省令第24号)による中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   229,851   307,363 128,447   

２ 受取手形   601,014   704,162 692,511   

３ 売掛金   1,947,484   2,287,700 1,947,704   

４ たな卸資産   3,409,723   4,084,501 3,651,926   

５ その他 ※２ 173,395   165,916 173,645   

貸倒引当金   △6,889   △5,990 △3,706   

流動資産合計    6,354,579 63.7 7,543,652 63.2   6,590,529 61.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   1,146,585   1,177,832 1,215,964   

(2) 機械及び装置   1,210,800   1,602,990 1,682,557   

(3) 土地   643,000   1,092,000 643,000   

(4) その他   317,181   206,827 191,074   

有形固定資産合計   3,317,567   4,079,649 3,732,596   

２ 無形固定資産   57,642   60,877 70,188   

３ 投資その他の資産          

(1) その他   256,135   265,292 268,546   

貸倒引当金   △8,210   △10,570 △7,920   

投資その他の資産 
合計   247,924   254,722 260,625   

固定資産合計    3,623,134 36.3 4,395,249 36.8   4,063,410 38.1

資産合計    9,977,714 100.0 11,938,902 100.0   10,653,940 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   689,622   628,700 646,725   

２ 買掛金   294,297   669,360 281,525   

３ 短期借入金   2,400,000   3,900,000 2,750,000   

４ １年以内返済予定の 
長期借入金   201,600   ― 102,000   

５ 賞与引当金   165,529   183,541 182,672   

６ その他 ※２ 976,454   613,229 972,676   

流動負債合計    4,727,504 47.4 5,994,831 50.2   4,935,599 46.3

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金   126,169   157,699 140,081   

２ 役員退任慰労引当金   37,050   49,290 43,200   

３ その他   4,189   2,977 3,583   

固定負債合計    167,409 1.7 209,966 1.8   186,864 1.8

負債合計    4,894,913 49.1 6,204,798 52.0   5,122,463 48.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,795,199 18.0 1,810,507 15.2   1,795,199 16.8

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,778,983   1,794,292 1,778,983   

資本剰余金合計    1,778,983 17.8 1,794,292 15.0   1,778,983 16.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   9,000   9,000 9,000   

２ 中間(当期)未処分 
利益   1,499,618   2,120,303 1,948,294   

利益剰余金合計    1,508,618 15.1 2,129,303 17.8   1,957,294 18.4

資本合計    5,082,800 50.9 5,734,103 48.0   5,531,477 51.9

負債及び資本合計    9,977,714 100.0 11,938,902 100.0   10,653,940 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    3,793,429 100.0 3,768,711 100.0   8,008,943 100.0

Ⅱ 売上原価    2,423,741 63.9 2,492,200 66.1   5,062,617 63.2

売上総利益    1,369,687 36.1 1,276,510 33.9   2,946,325 36.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    586,069 15.4 641,344 17.0   1,203,651 15.0

営業利益    783,617 20.7 635,166 16.9   1,742,674 21.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,946 0.1 8,188 0.2   4,980 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  33,401 0.9 21,688 0.6   64,278 0.8

経常利益    755,163 19.9 621,666 16.5   1,683,376 21.0

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― ― ―   4,404 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  22,677 0.6 9,521 0.3   45,732 0.6

税引前中間(当期) 
純利益    732,485 19.3 612,144 16.2   1,642,048 20.5

法人税、住民税 
及び事業税   279,571   232,780 667,028   

法人税等調整額   7,023 286,594 7.5 2,059 234,839 6.2 △ 18,895 648,132 8.1

中間(当期)純利益    445,891 11.8 377,305 10.0   993,915 12.4

前期繰越利益    1,053,726 1,742,998   1,053,726 

中間配当額    ― ―   99,348 

中間(当期)未処分 
利益    1,499,618 2,120,303   1,948,294 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  732,485 612,144 1,642,048

２ 減価償却費  166,214 249,443 436,186

３ 貸倒引当金の増加額 
(減少額△) 

 △579 4,934 △4,052

４ 賞与引当金の増加額  14,729 868 31,871

５ 退職給付引当金の増加額  11,161 17,618 25,072

６ 役員退任慰労引当金の 
増加額 

 4,490 6,090 10,640

７ 受取利息及び受取配当金  △36 △7 △43

８ 支払利息  11,631 10,746 21,737

９ 為替差損・為替差益(△)  △823 △2,126 527

10 新株発行費  19,927 97 19,927

11 固定資産売却損  49 ― 139

12 固定資産処分損  21,093 9,521 37,739

13 売上債権の増加額  △400,430 △351,645 △491,854

14 たな卸資産の増加額  △364,224 △432,574 △606,428

15 仕入債務の増加額 
(減少額△) 

 △65,639 369,773 △124,428

16 未収消費税等の減少額 
  (増加額△) 

 ― 13,734 △13,734

17 未払消費税等の増加額 
(減少額△) 

 △33,814 37,125 △17,455

18 役員賞与の支払額  △5,500 △6,600 △5,500

19 その他  15,229 △12,285 52,810

小計  125,963 526,859 1,015,203

20 利息及び配当金の受取額  36 7 43

21 利息の支払額  △11,474 △11,255 △21,526

22 法人税等の還付・支払額  △348,777 △474,265 △539,113

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △234,252 41,345 454,606



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △977,500 △747,009 △1,890,668

２ 有形固定資産の売却に 
よる収入 

 262 ― 2,775

３ 無形固定資産の取得に 
よる支出 

 △10,961 △1,329 △35,300

４ 敷金の預入による支出  △3,124 △525 △9,971

５ 敷金の払戻による収入  653 4,093 1,513

６ その他  10 ― 10

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △990,659 △744,771 △1,931,642

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額  100,000 1,150,000 450,000

２ 長期借入金の返済に 
よる支出 

 △99,600 △102,000 △199,200

３ 配当金の支払額  △110,428 △198,260 △208,787

４ 株式の発行による収入  1,426,687 30,520 1,426,687

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,316,658 880,259 1,468,700

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 815 2,081 △506

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額(減少額△) 

 92,562 178,915 △8,841

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 137,289 128,447 137,289

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 229,851 307,363 128,447

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準 

及び評価方法 

(1) 有価証券 

 ① 関連会社株式 

   移動平均法による原

価法 

 ② その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  同左 

(1) 有価証券 

  同左 

  (2) たな卸資産 

 ① 商品・製品 

   総平均法による原価

法 

 ② 半製品・仕掛品 

   個別法による原価法 

 ③ 原材料・貯蔵品 

   移動平均法による原

価法 

  

(2) たな卸資産 

  同左 

(2) たな卸資産 

  同左 

２ 固定資産の減価 

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  セラミック事業本部は

定率法 

  メガセラ事業本部は 

定額法 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物付属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。 

  

────── 

建物 ３年～35年

機械及び 
装置 

６年～12年

(1) 有形固定資産 

  セラミック事業本部は

定率法 

  圧電事業本部は 

定額法 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物付属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。 

  

 （なお、当中間会計期間

より、メガセラ事業本部

を圧電事業本部に名称変

更しております。） 

建物 ３年～35年

機械及び
装置 

６年～12年

(1) 有形固定資産 

  セラミック事業本部は

定率法 

  メガセラ事業本部は 

定額法 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物付属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。 

  

────── 

建物 ３年～35年

機械及び 
装置 

６年～12年

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

  

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

３ 繰延資産の処理 

方法 

新株発行費 

 支払時全額費用処理して

おります。 

新株発行費 

 同左 

新株発行費 

 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、回収不

能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

   ａ 一般債権 

   貸倒実績率法 

 ｂ 貸倒懸念債権及び破

産更生債権 

   財務内容評価法 

    

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち当

期負担額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  同左 

  (3) 退職給付引当金 

  (セラミック事業本部) 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務(退職給

付に係る当期末自己都合

要支給額を退職給付債務

とする簡便法)の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

 (セラミック事業本部) 

  同左 

(3) 退職給付引当金 

  (セラミック事業本部) 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務(退職給

付に係る当期末自己都合

要支給額を退職給付債務

とする簡便法)の見込額

に基づき、当期末に発生

している額を計上してお

ります。 

    (メガセラ事業本部) 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務(退職給

付に係る当期末自己都合

要支給額を退職給付債務

とする簡便法)及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

────── 

(圧電事業本部) 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（なお、当中間会計期間

より、メガセラ事業本部

を圧電事業本部に名称変

更しております。） 

  (メガセラ事業本部) 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務(退職給

付に係る当期末自己都合

要支給額を退職給付債務

とする簡便法)及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末に発生している額

を計上しております。 

  

  

────── 



  

  

会計処理の変更 

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 役員退任慰労引当金 

  役員の退任慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく当中間会計期間末

要支給額を計上しており

ます。 

  

(4) 役員退任慰労引当金 

  同左 

(4) 役員退任慰労引当金 

  役員の退任慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく当期末要支給額を

計上しております。 

５ リース取引の 

処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

  

 同左  同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。 

  

 同左  同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜き方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

  ―――――――――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  ―――――――――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

(中間損益計算書関係) 
  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

  

2,281,505千円 2,714,757千円 2,521,076千円 

※２ 消費税等の取扱

い 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の 

主要項目 
  
  
  
  
  
  

受取利息 36千円

為替差益 1,730千円

受取利息 7千円

為替差益 5,328千円

資産賃貸収入 1,603千円

受取利息 43千円

為替差益 1,335千円

資産賃貸収入 2,355千円

受取奨励金 500千円

※２ 営業外費用の 

主要項目 

支払利息 11,631千円

新株発行費 19,927千円

支払利息 10,746千円

新株発行費 97千円

合併関連費用 5,950千円

支払利息 21,737千円

上場関連費用 18,007千円

新株発行費 19,927千円

※３ 特別利益の 

主要項目 

────── ────── 

  

貸倒引当金 
戻入益 

4,404千円

※４ 特別損失の 

主要項目 

  
  
  

固定資産
売却損 

49千円

固定資産
処分損 

21,093千円

貸倒引当金 
繰入額 

1,534千円

固定資産
処分損 

9,521千円
固定資産
売却損 

139千円

固定資産
処分損 

37,739千円

貸倒引当金 
繰入額 

1,234千円

リース解約損 6,618千円

 ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 157,408千円

無形固定資産 8,806千円

有形固定資産 237,309千円

無形固定資産 12,134千円

有形固定資産 415,586千円

無形固定資産 20,599千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

現金及び預金 229,851千円

現金及び現金同等物 229,851千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金 307,363千円

現金及び現金同等物 307,363千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金 128,447千円

現金及び現金同等物 128,447千円



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証の取決めがある場合には、残価保証額)とする

定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

  
機械及び 
装置 

工具器具 
及び備品 

車両及び 
運搬具 

ソフト 
ウェア 

計   

取得価額相当額 1,736,953 146,807 5,019 54,455 1,943,235 千円

減価償却累計額相当額 792,655 89,365 836 32,727 915,586   

中間期末残高相当額 944,297 57,441 4,183 21,727 1,027,649   

１年以内 278,224千円

１年超 727,807 

 合計 1,006,032 

支払リース料 150,519千円

減価償却費相当額 142,549 

支払利息相当額 13,508 



当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証の取決めがある場合には、残価保証額)とする

定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

  
機械及び 
装置 

工具器具 
及び備品 

車両及び 
運搬具 

ソフト 
ウェア 

計   

取得価額相当額 1,719,149 120,371 4,500 45,280 1,889,301 千円

減価償却累計額相当額 1,022,366 88,908 1,500 34,559 1,147,333   

中間期末残高相当額 696,783 31,463 3,000 10,721 741,968   

１年以内 263,645千円

１年超 459,225 

 合計 722,870 

支払リース料 148,271千円

減価償却費相当額 139,621 

支払利息相当額 10,061 



前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証の取決めがある場合には、残価保証額)とする

定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

  
機械及び 
装置 

工具器具 
及び備品 

車両及び 
運搬具 

ソフト 
ウェア 

計   

取得価額相当額 1,732,111 136,669 4,500 44,737 1,918,018 千円

減価償却累計額相当額 911,576 91,766 1,125 30,747 1,035,215   

期末残高相当額 820,534 44,903 3,375 13,989 882,802   

１年以内 273,882千円

１年超 591,891 

 合計 865,773 

支払リース料 301,113千円

減価償却費相当額 284,324 

支払利息相当額 25,311 



(有価証券関係) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

区分 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) 関連会社株式 26,363 26,363 26,363

(2) その他有価証券  

 非上場株式 30,000 30,000 30,000

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社はデリバティブ取引を全く行

っておりませんので、該当事項はあ

りません。 

同左  同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 利益基準及び利益剰余金基準から

みて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。 

 同左  同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 76,742.37円 １株当たり純資産額 86,180.47円 １株当たり純資産額 83,417.04円

１株当たり中間純利益 6,924.22円 １株当たり中間純利益 5,686.84円 １株当たり当期純利益 15,117.14円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

6,792.45円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

5,580.94円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

14,843.06円

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)純利益(千円) 445,891 377,305 993,915

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 445,891 377,305 987,315

普通株主に帰属しない額(千円) ― ― 6,600

普通株式の期中平均株式数(株) 64,396 66,347 65,311

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に用いられた普通株式増加数(新株
予約権) 

1,249株 1,259株 1,206株



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

────── (会社合併) 

 当社は平成17年６月24日開催の定

時株主総会においてセランクス株式

会社との合併の承認を受け、平成17

年10月１日をもって合併いたしまし

た。当該合併に関する事項の概要は

次のとおりであります。 

Ⅰ. 合併の方法 

 株式会社日本セラテック（以下

「甲」という。）とセランクス株式

会社（以下「乙」という。）は合併

して甲が存続会社となり、乙は解散

いたしました。 

Ⅱ.  合併に際して割当交付した 

株式 

 ①甲は、合併に際して普通株式 

11,768株を発行し、これを合併

期日現在の乙の株主名簿に記載

された株主に対し、その所有す

る乙の普通株式１株につき甲の

普通株式0.8653株の割合をもっ

て割当交付いたしました。 

②前項に基づき乙の株主に割り

当てられる株式の利益配当金の

計算は、平成17年10月１日を起

算日とします。 

Ⅲ. 増加した資本金および資本準

備金等の額 

  １．資本金      ―千円 

  ２．資本準備金  169,050千円 

  ３．利益準備金      ―千円 

   ４．任意積立金 

    その他留保利益    ―千円 

    の額 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(会社合併) 

 当社は平成17年５月26日開催の

取締役会の決議を経て同日セラン

クス株式会社との合併契約を締結

いたしました。当該合併契約書は

平成17年６月24日開催の当社及び

セランクス株式会社の定時株主総

会において、それぞれ承認可決さ

れました。当該合併の目的、合併

の方法及び合併契約の概要、並び

にセランクス株式会社の概要は次

のとおりであります。 

Ⅰ. 合併の目的 

 半導体・液晶製造装置におい

て、セラミックス製部品は装置の

性能を左右する重要部品として使

用されてきました。半導体・液晶

製造プロセスの進化にともない、

セラミックス製部品に要求される

特性も益々、高度かつ複雑で多様

なものになり、近年はセラミック

ス材料だけに留まらず、セラミッ

クス溶射品、セラミックスと金属

との複合材(以下ＭＭＣ)等も使用

されるようになってきました。 

当社はセラミックス部品及びセ

ラミックス溶射品の製造・販売を

主たる事業とし、セランクス株式

会社はＭＭＣの製造・販売を主た

る事業としています。この両社が

合併することにより、半導体・液

晶製造装置用のセラミックス系部

品のすべてに渡って製造・販売す

る世界で唯一のメーカーが誕生し

ます。 

これは半導体・液晶製造装置メ

ーカーにとって部品調達の利便性

を向上させるだけでなく、両社の

技術を融合させた新しいセラミッ

クス系材料及び部品の開発を加速

させ、ひいては半導体・液晶製造

プロセスの進化に貢献することに

もなります。以上が本合併の主た

る目的であり、さらに両社の経営

資源を共有し有効活用すること等

を目的としております。 

Ⅱ 合併の方法及び合併契約の概

要 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

────── Ⅳ. 会社財産の引継 

 当社が、合併により引継いだ資産

および負債は次のとおりであり、す

べて帳簿価額によって引継いでおり

ます。 

  

平成17年９月30日現在 (単位:千円) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

Ⅰ 流動資産 2,783,812

１.現金及び預金 308,179

２.受取手形 109,256

 ３.売掛金 1,185,117

 ４.たな卸資産 1,084,045

 ５.その他 97,214

Ⅱ 固定資産 2,233,469

 １.有形固定資産 2,207,044

  ①建物 695,273

②機械及び装置 1,104,801

  ③土地 206,900

  ④その他 200,069

 ２.無形固定資産 17,485

 ３.投資その他の資産 8,940

資産合計 5,017,282

Ⅲ 流動負債 4,662,487

 １.支払手形 634,363

 ２.買掛金 200,612

 ３.短期借入金 3,210,000

 ４.１年以内返済予定の
関係会社長期借入金

68,000

 ５.賞与引当金 56,398

 ６.その他 493,113

Ⅳ 固定負債 185,744

１.関係会社長期借入金 177,000

 ２.退職給付引当金 7,354

 ３.役員退任慰労引当金 1,390

負債合計 4,848,232

差引正味財産 169,050

(1) 合併の方法 

株式会社日本セラテック(以 

下「甲」という。)とセランク

ス株式会社 (以下「乙」とい

う。)は合併して、甲は存続

し、乙は解散します。 

(2) 合併の概要 

  ① 合併に際して割当交付する

株式 

1. 甲は、合併に際して普通株

式11,768株を発行し、これを合

併期日現在の乙の株主名簿（実

質株主名簿を含む。以下同

じ。）に記載された株主に対

し、その所有する乙の普通株式

１株につき甲の普通株式0.8653

株の割合をもって割当交付しま

す。 

２. 前項に基づき乙の株主に割
り当てられる株式の利益配当金
の計算は、平成17年10月１日を
起算日とします。 

② 増加すべき資本金および準

備金等の額 

甲が乙との合併により増加

すべき甲の資本金および準備

金等の額は、次のとおりとし

ます。ただし、合併期日にお

ける乙の資産および負債の状

態により、下記(ア)ないし

(エ)の額は、甲乙協議の上、

これを変更することができる

こととします。 

(ア)資本金 

甲は資本金を増加させま

せん。 

(イ)資本準備金 

乙との合併による合併差

益の金額から、(ウ)およ

び(エ)の金額を控除した

金額とします。 

(ウ)利益準備金 

合併期日における利益準

備金の額とします。 

(エ)任意積立金その他留保利

益の額 

合併期日における任意積

立金の額および留保利益

の額とします。 

③ 合併期日 

合併期日は、平成17年10 



  

  

(2) 【その他】 

第19期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月24日開催の取締役会

において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額               199,608千円 

② １株当たり中間配当金               3,000円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成17年12月９日 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

──────   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

月１日とします。ただし、

必要に応じて甲乙協議のう

え、これを変更することが

できるものとします。 

④ 会社財産の引継 

乙は、平成17年３月31日

現在の貸借対照表、その他

同日の計算を基礎として、

その後合併期日までの間に

おいてその資産、負債に変

動を生じたものについては

別に計算書を添付してこれ

を明確にし、合併期日にお

いてそれぞれの資産、負債

その他一切の権利義務を甲

に引き継ぎ、甲はこれを承

継します。 

Ⅲ．セランクス株式会社の概要 

(1) 主な事業の内容 

セラミック基セラミック複合

材又は金属基セラミック複合

材の製造及び販売 

(2) 最近事業年度（平成16年４月

１日～平成17年３月31日）に

おける売上高、当期純損失 

①売上高   3,289,287千円 

②当期純損失   86,969 〃 

(3) 最近事業年度末（平成17年３

月31日現在）の資産、負債、

資本の額及び従業員数 

①資産合計  3,451,203千円 

②負債合計  3,295,412 〃 

③資本合計   155,791 〃 

④従業員数      97名 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

(1) 
臨時報告書 
(セランクス株式会社 

との合併) 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第７号の２の規定に基づくもの 

  
平成17年５月26日 
東北財務局長に提出。 

(2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第18期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月27日 
東北財務局長に提出。 

(3) 
臨時報告書 
(代表取締役の異動) 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の規定に基づくもの 

  
平成17年10月３日 
東北財務局長に提出。 

(4) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年11月14日 
東北財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

株式会社日本セラテック 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本セラテックの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１８期事業年度の中間会計期間（平成１

６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日本セラテックの平成１６年９月３０日現在の財務状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  森 川 好 弘   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  青 木 俊 人   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社日本セラテック 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本セラテックの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日本セラテックの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

  （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日にセランクス株式会社と合併した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  青 木 俊 人   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  清 水 芳 彦   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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